
第６号様式（第１０条関係） 

 

令和６年７月１２日 

東 京 都 知 事   殿 

 

郵 便 番 号 101-0027 

特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地 

千代田区神田平河町１番第３東ビル710号室 

特定非営利活動法人の名称 

日本水循環文化研究協会 

代表者氏名  酒井 彰           印 

電 話 番 号 03-5829-5843 

ﾌｧｸｼﾐﾘ番号  

 

事 業 報 告 書 等 提 出 書 

（ 令和５年度） 

前事業年度(令和５年４月１日から令和６年３月31日まで)の事業報告書等について、特定非営利活

動促進法第２９条（同法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）及び特定非営利活動促進法施行条例第４条の規定に基づき、下

記の書類を提出します。 

 

記 

 

１ 事業報告書 

２ 活動計算書 

３ 貸借対照表 

４ 財産目録 

５ 前事業年度の年間役員名簿 

６ 前事業年度末日における社員のうち１０人以上の者の名簿 

 

 

備考 

１ 特定非営利活動促進法第５２条第１項（同法第６２条において準用する場合を含む。）の規定に

より提出する場合は、「特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地」欄に都内における事務所の

所在地を併記してください。 

２ ５の書類は、前事業年度において役員であった者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者

についての前事業年度における報酬の有無について記載した名簿のことです。 

(日本産業規格A列4番) 

sakai
タイプライターテキスト

sakai
タイプライターテキスト



書式第１２号（法第２８条関係） 

事 業 報 告 用 
 

 

 

特定非営利活動法人 日本水循環文化研究協会  

 

１ 事業の成果 

 下記の事業により、本会定款に定める特定非営利活動の種類のうち、「下水文化の振興を図る活動」、

「国際協力の活動」を進展させた。 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業                 （事業費の総費用【2,530】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事
者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千
円） 

水循環の健全

化に関する社

会教育事業 
 

水循環教材の作成、普及 通年 東京、大野市 ２ 
市民団体、

市民、学生 
50 36 

「水循環の可視化」をテー
マに水循環フォーラム開
催 

3/2 東京 1 
市民団体、

市民 
50 39 

水循環の健全
化に関する調
査研究、情報発
信事業 

第 2回水循環文化研究発表
会の開催（講演集は機関誌
と合冊で編集） 

6/24 
東京都 

新宿区 
3 

市民、市民

団体 
30 42 

水循環文化の

普及啓発事業 

水循環文化の

普及啓発事業 

機関紙掲載の講演録から、
テーマごとにアーカイブ
スを編集し、ホームページ
を通じて発信する。 

10～3 月 東京 3 
市民団体、 

市民 
300 0 

バルトン忌の開催（明治期
の雇外国人バルトンの功
績を偲ぶイベント） 

8 月 青山霊園 3 市民 15 14 

2022 年度の活動内容を掲
載する機関誌「水循環文化
研究」発行（研究発表会講
演集と合冊で刊行） 

9 月 東京 3 市民 100 460 

会報ふくりゅうの発行 
（109～111 号） 

5、7、 

1 月 
東京 1 市民 100 15 

水循環管理の
向上に関わる
政策提言事業 

「水循環基本法を動かす
イン仙台」の開催 10/28 仙台市 2 

市民、市民

団体 
50 133 

開発途上地域
での水と衛生
に関わる国際
協力事業 

「都市貧困層コミュニテ
ィにおける水・衛生設備管
理能力の向上」 
（水・地域イノベーション財
団の助成金 2百万円で実施） 

10 月 
バングラデ

シュ・クルナ 
3 

現地住民、

国際協力

関係者 
500 0 

 

 

（２）その他の事業はありません。 

 

 

令和５年度 事 業 報 告 書 



書式第１３号（法第２８条関係）

   令和５年度年度　活動計算書（その他事業がない場合）
特定非営利活動法人 日本水循環文化研究協会

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　経　常　収　益
１　受取会費 821,000

正会員・特別会員/受取会費 336,000
賛助会員受取会費 470,000
過年度未収金 15,000

２　受取寄附金 109,000
正会員・特別会員寄付 109,000
シンポジウム講演者寄付
バルトン研究会口座解約

３　受取助成金等 0
受取補助金

４　事業収益 2,360
図書販売代金 2,360

５　その他の収益 0
受取利息

経　常　収　益　計 932,360
【Ｂ】　経　常　費　用

１　事業費
（１）人件費 40,000

謝礼金 40,000

（２）その他経費 698,806
旅費交通費 21,875
会場費 75,193
通信運搬費 159,903
業務委託費（文字起こし） 18,975
消耗品費 3,760
印刷製本費 419,100
雑費

事業費計 738,806
２　管理費

（１）人件費 0

（２）その他経費 343,601
消耗品費 26,965
機器購入費
支払手数料 7,879
通信運搬費 68,757
地代家賃 240,000
会議費
交際費
旅費交通費
減価償却費

管理費計 343,601
経　常　費　用　計 1,082,407
当　期　経　常　増　減　額　【Ａ】－【Ｂ】　・・・① -150,047
【Ｃ】　経　常　外　収　益

固定資産売却益
過年度損益修正益

経　常　外　収　益　計
【Ｄ】　経　常　外　費　用

固定資産売却損
災害損失
過年度損益修正損

経　常　外　費　用　計
当　期　経　常　外　増　減　額　【Ｃ】－【Ｄ】　・・・②
税　引　前　当　期　正　味　財　産　増　減　額　①＋②　・・・③ -150,047

法人税、住民税及び事業税　・・・④
前期繰越正味財産額　・・・⑤ 334,728

次　期　繰　越　正　味　財　産　額　③－④＋⑤ 184,681

事 業 報 告 用



書式第１５号（法第２８条関係）

   令和５年度　貸借対照表
特定非営利活動法人 日本水循環文化研究協会

（単位：円）
科 目 金　　額 小計・合計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

現金預金 464,681
未収金
棚卸資産

流動資産合計　・・・① 464,681
２　固定資産

（１）有形固定資産 0
車両運搬具
什器備品

（２）無形固定資産 0
ソフトウェア
借地権

（３）投資その他の資産 0
敷金
長期貸付金

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋②

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　流動負債

未払金 280,000
預り金

流動負債合計　・・・③ 280,000
２　固定負債

長期借入金
退職給付引当金

固定負債合計　・・・④ 0
負　債　合　計　③＋④ 280,000
【Ｂ－２】　正　味　財　産　の　部

前期繰越正味財産額 334,728
当期正味財産増減額 -150,047

正　味　財　産　合　計 184,681

【Ｂ】　負　債　及　び　正　味　財　産　合　計　【Ｂ－１】＋【Ｂ－２】 464,681

事 業 報 告 用



書式第１７号（法第２８条関係）

  令和５年度　財産目録
特定非営利活動法人 日本水循環文化研究協会

         （単位：円）
科 目 金　　額 小　　計 合　　計

【Ａ】　資　産　の　部
１　流動資産

現金預金 464,681
手元現金 4,457
みずほ銀行東京中央支店東京都庁出張所普通預金 107,521
ゆうちょ銀行〇一九支店当座預金 52,389
みずほ銀行新宿西口支店定期預金 300,314

未収金 0
○○事業未収金
▲▲事業未収金

棚卸資産 0
販売用寄附物品

流動資産合計　・・・① 464,681
２　固定資産

（１）有形固定資産 0
車両運搬具

事業用車両

什器備品
パソコン

（２）無形固定資産 0
ソフトウェア

オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
○○市事業所

（３）投資その他の資産 0
敷金

○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

固定資産合計　・・・② 0

【Ａ】資　産　合　計　①＋② 464,681

【Ｂ－１】　負　債　の　部
１　流動負債

未払金 280,000

預り金
源泉徴収税

流動負債合計　・・・③ 280,000
２　固定負債

長期借入金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

固定負債合計　・・・④ 0

【Ｂ－１】負　債　合　計　③＋④ 280,000

【Ｂ－２】正　味　財　産　合　計　【Ａ】－【Ｂ－１】 184,681

事 業 報 告 用




